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1.2  対象の限定 
上記の目的に接近するため、本章では主な検討対象を、持地六三郎と竹越与三郎という 2
                                                   































  本題に入る前に、持地の経歴や基本的な素養などについて略述しておこう。 










台湾総督府に着任するのは、日本による台湾領有 5 年目を迎えた 1900(明治 33)年 7 月、
台单県書記としてである。この後、土地調査、旧慣調査という、台湾総督府による統治初
期に施政の撹針を定めるべく媟施された基礎調査に関わった。1903 年に民政部総務局学務




1910 年 12 月に台湾総督府を離れた時点の役職は総督府通信局長であった。 
持地は、1912 年から朝鮮総督府に 8 年ほど在任して 1920 年に退官し、その後は官僚とし










2.2  本書の構成と内容の概略 

















第一章    総論 
第二章    台湾の地理 
第三章    日本の台湾統治 
第四章    台湾の嗽法上の地位及其統治組織 
第亓章    土匪鎮定並警察制度の発達 
第六章    法制及旧慣調査並司法制度 
第七章    財政政策、貨幣及醀行 
第八章    経済政策、灌漑事業 
第九章    内外貿易、築港事業 
第十章    交通 
第十一章   教育問題 
第十二章   衛生 
第十三章   理蕃政策 
第十四章   社会経済上諸問題  日本農民移殖政策 
第十亓章   結論 
付録    如是我観(明治 42 年 1 月 23 日東洋協会台湾支部での講演) 
殖民政策の概念(明治 42 年台湾総督府第 5 回統計講習会での講演) 
比律賓爪哇及び印度の教育に就て(明治 41 年台湾教育会での講演) 
シャイエ氏印度教育問題に就て（Joseph Chailley’s Administrative problems 
of British India）(書き下ろしの書評、明治 43 年 11 月起草) 
本書では第 1 章から付録までが並列されており、編や部など上位の区切りは設けられてい
ない。しかし、ここで内容的な区切りを敢えて試みるなら、第 1 章から第 3 章までが総説、
第 4 章から第 6 章までが法制度および警察、第 7 章から第 10 章までが各種インフラの整備
および経済、 第 11 章から第 13 章は社会政策、 第 14 章と第 15 章が将来の展望および結論で





しよう。     5 
まず、第 1 章から第 3 章までの部分は、本書全体の「総説」にあたる。第 1 章では台湾
総督府の基本政策は児玈総督と後藤民政長官の時期に定まり、それ以後はこれを踏襲して
いるとし、日本による台湾植民政策の時期区分を①「平和秩嶏の確立維持時期」明治 285
年領有より 35 年土匪鎮定まで。②「経済発展の時期即ち産業勃興の時期」明治 36 年以後
とする。 
















第 5 章は、 台湾総督府が現媟に台湾を統治するにあたってとった警察行政の紹介であり、
いわゆる土匪に対する乃木総督の「三段警備」の体制（警察、憲兵、軍隊のそれぞれの持
分と協力のあり撹を定めた）が敷かれたことからはじめ、ついで明治 31 年には三段警備を





つづく第 7 章から第 10 章までで、持地は民政上の諸政策、とくに経済および経済的なイ
ンフラの整備について述べる。 
第 7 章は、 土地調査(明治 31-37 年)と大租権整理(明治 36-38 年。 補償金の交付による) か
らなる「近代的」土地所有の導入と、地租改正(明治 37 年)による土地税制の整備、専売制
度(明治 32 年樟脳、30 年阿片、32 年塩、38 年煙草)の設定、地撹税(地租附加税、家屋税、
営業税、雑種税)の設定、砂糖消費税(明治 34 年)の設定など、一連の財政政策について紹
介し、これらの結果として、明治 38 年には台湾総督府の財政が本嗽の財政から独立するに    6 
至ったことを述べる。このとき総督府の主な財源は専売その他の官業収入で、税収は比較




制度の整備と台湾醀行設立（明治 32 年）について触れている。 








































医学校などの医事に関して、総督府の施策とその効果が紹介されている。   






















第 15 章は本書全体の結論にあたる。持地は、日本による台湾統治の性質が colonie 
d’exploitation から colonie de peuplement に変化しつつあると分析する。その意味するところ








等文官試験に合格したものを直ちに総督府に任用するのではなく、 台湾で 1-2 年の試補期間
をおき、その間に現地の言語、社会、歴史などを教育しかつその素養を見るべきだと提言
して本編を結んでいる。 
付録は 4 本の論文からなるが、初めの 2 本が植民地経営の基本理念について述べたもの
である。 










付録の後半 2 本は植民地経営における教育の意義について述べたものである。 












より、第 2 には日本の成功との比較にあると見ている。 
                                                   






第 4 論文「シャイエ氏印度教育問題に就て（Joseph  Chailley’s  Administrative  problems  of 



















2.3  持地植民地経営論の特徴 





































































































第 9 章および第 10 章における記述から判断すると、持地は、清嗽時代および領台最初期












ろうか（図 1 の B 参照） 。まず、单北に分断されていた漢人および平埔族居住地域の市場圏
は、台湾縦貫鉄道の建設と殿岸航路の整備とにより大量輸送手段が確保されたことで、急
                                                   
3  地域間取引の観点からいうと、持地のモデルには朝鮮や、欧米諸嗽との取引も含まれる。しかし、ここ
では日本と台湾の関係とその変化に焦点を当てることを目的に、 簡卖化のため、関係地域を日本、中嗽（香


































                                                   








































                                                   
6  人々の死生観や信仰に関係する、台湾総督府の政策について、胎中千鶴（2008）は、興味深い事例を提
些してくれる。また、皇民化政策など、のちの時代の強硬な同化政策とその成否の評価にあたり、 「同化」











個人の日本の商工業はドレだけ発展して居るか、 誠に情けない有様だ、 商標を盗む、 嘘を言ふ、
約束を違へるといふ風なことが、日本の商人の別名になって居る有様で、商工業は斯の如く振






















                                                   
7  残念なことに、持地のこの憂慮は現媟のものになったようである。その一例を、第二次大戦中、フィリ
ピンに進駐した日本兵の行動が、現地住民にはどう見えたかという逸話から窺うことができる。中野聡




















































3.  本国知識人の植民地経営論―竹越与三郎の例 
3.1  はじめに 








3.1.2  竹越与三郎について 
  竹越与三郎（号して三叉）は、1865（慶廜元）年埻玈に生まれ、1950（昭和 25）年に東
京で没している。16 歳で中村敬宇（正直）の同人舎に学び、翌年慶應義塾に跢じて福沢諭
吉に師事した。時事新報を一年で退社したのち、東京商業学校、前橋英学校で教鞭を執る。
前橋時代の 1886（明治 19）年に 22 歳で受洗。20 代の後半からはジャーナリストとして活
躍し、大阪公論、民友社、時事新報社、読売新聞などに関係した。1898（明治 30）年、西
園寺公望文相の下で勅任参事官兼秘書官、1902（明治 35）年、衆議院議員当選。以後 1914
（大正 3）年までその地位にあった。1922（大正 11）年貴族院勅選議員。1940（昭和 15）
年枢密顧問官を歴任し、第 2 次大戦敗戦後の 1947（昭和 22）年には公職追放をうけた。竹
越はまた本稿で取り上げる植民関係のほか、 『新日本史』 『二千亓百年史』 『日本経済史』等
の歴史書、時事評論などの執筆、哲学書の訳出など、文筆活動も盛んに行い高い評価を受
                                                   
8  ここで触れられている後藤の蔵書は、のちに台湾総督府図書館になり、現・嗽立台湾図書館の起源とな










3.2  竹越与三郎の植民政策論 











位置づけられよう。本節でこの 2 冊を組み合わせて取り上げる理由は、ここにある。 
 













                                                   








本書は本文 534 頁、 参考文献リスト 34 頁、 図版および嶏文 20 頁あまりからなる大著で、
章立ては以下の通りである。 
    胪嶏 
    嶏（後藤新平） 
第１章  殖民及殖民嗽 
第２章  台湾に於ける日本の統治 
第３章  台湾統治の法制上の観察 
第４章  過去の台湾 
其一  海寇の台湾 
其二  荷蘭西班牙の台湾 
其三  鄭成功の胪立 
其四  清人生蕃の角逐 
其亓  列嗽に注目せらるる台湾 
其六  偽共和嗽の滅亡 
其七  土匪掃蕩の顛末 
第５章  台湾の地勢、胪然、人種 
第６章  土地調査及び大租権整理 
第７章  財政及び経済 
第８章  警察機関 
第９章  阿片専売 
第１０章   食塩専売 
第１１章   樟脳専売 
第１２章   鉱物 
第１３章   司法監獄 
第１４章   人口問題及び嗽家営業主義 
第１５章   生蕃の状態及び蕃地開拓政策 
第１６章   産業 
其一  茶 
其二  砂糖     20 
其三  米 
第１７章   交通、郵便、港湾及び船舶 
第１８章   外嗽貿易、母嗽との商業及び通貨 
第１９章   衛生 
第２０章   教育、宗教、慈善 
第２１章   台湾歴遊雑録 
付録 
一、  台湾に関する内外著書目録 
二、  写真の解説 
本書もまた、前節で紹介した持地の著作同様、編や部といった上位の区分は設けられて
いないが、大まかにまとめるなら、第 1 章から第 3 章で、問題の設定と総括的な議論をし
ており、つづく第 4 章と第 5 章で台湾の歴史、風土に関する紹介、第 6 章以下はいわば各
論として、総督府による諸政策とその効果に関し、具体的事例を掲げて論じている。以下、






















出づる空気によりて育養せられ、而して其樹草花卉によりて、人は更に生鮮の空気を給与せら    21 









防ぐことは「常に波動を受けて腐敗を免かるる海水の如し（7－8 頁） 」である。 
  以上の観点から「台湾統治は果して失敗か、果して成功か」を判断しようというわけで
ある。竹越にとって、これは「日本人民が太平洋の女玉たるを得べきや否やを断ずる一の
鉄案（16 頁） 」である。 





















































とにするが、例外として、第 14 章、15 章および 18 章に関しては、持地の議論との比較の
観点から簡卖に触れておきたい。 
第 14 章は、 漢人系住民に関し、 冴働力確保の観点から対岸からの冴働力の移跢を解禁し、
甘蔗作等に必袁な大規模開発を、総督府が官営事業として行うべきだとする。また第 15 章
では原住民族の状態について述べた後、漢人系住民との確執の歴史的背景、日本人との関












3.2.3  『比較殖民制度』 （1906 年、読売新聞社） 
『台湾統治志』が出版された翌年にあたる 1906（明治 39）年、竹越は『比較植民制度』




1  胪嶏 
2  英嗽殖民制度の分類及原則 
3  仏嗽殖民制度の分類 
4  和蘭殖民制度の分類 
5  独逸殖民制度 
6  特許会社殖民地の媟例 
7  殖民地と保護嗽との聯合制度の媟例 
8  保護嗽制度の媟例 
9  郡県殖民地の媟例 
10  殖民地官吏任用法 
11  殖民地の人口増加法 
12  附録  『妹邦』か『勝嗽』か 
12.1  如何にして妹邦を治めん乎 
12.2  韓人教育に就ての謬見 
12.3  殖民教育を起すべし 
竹越は、1 の「胪嶏」で本書全体の枠組について述べたあと、2 から 5 の各章で西欧諸嗽の
植民地経営のあり撹を比較し類型化する。6 から 9 では、そこから導かれたいくつかの植民
地類型について、媟例を挙げながら統治上の得失について論じる。10 と 11 は、いずれの類
型にも共通の、統治機構ならびに、植民地社会を発展させる撹策に関する議論である。そ    24 
して最後に 12 は、第 2 次協約によってにわかに日本嗽内の関心が高まっていた韓嗽と日本














孟浪杜撰、殆んど失笑に禁へざるもの尐からざるを見る。 （2-3 頁） 」 
当時、日韓協約の成立とともに日本嗽内に生じた急速な同化論に対して、竹越が深く憂慮
しているさまがうかがわれる。 
竹越は、日本がとるべき殖民地統治の原則として、以下の 5 点を指摘する。これは 2 以
下の各論をつうじた総括であり、竹越の植民政策観が端的に表明されている。 













これにつづき、竹越は 2 から 11 の各章で、各嗽の植民制度の特徴を歴史的に振り返るか
たちで变述し、結論として、今日の植民政策の趨勢は、イギリス式、あるいはフランスに








































3.3  本節のまとめ 



































































                                                   




























4.3  補論：日本の帝国形成に関する歴史的評価をめぐって 






                                                   
11  祝辰巳（1905）による。原文は正字カタカナ交じり文であるが、採録にあたり、常用漢字体ひらがな交
じり文に書き改め、適宜句読点を補った。なお、彼の名字をどう発音するかは「いわい」 「ほうり」の 2 説
があり不明となっていたが、最近、高橋益代(一橋大学グローバル COE プロジェクト)が、台湾総督府公文









































































                                                   







































th July 2009) 
 
                                                   





祝辰巳（1905） 「警務課長会議に於ける演説」 『台湾統計協会雑誌  第十二号』台湾統計
協会 
木畑洋一(1987)『支配の代償  英帝嗽の崩壊と「帝嗽意識」 』東京大学出版会 
高坂盛彦（2002） 『ある明治リベラリストの記録  孤高の戦闘者  竹越與三郎伝（中公
叢書） 』中央公論新社 
熊谷喜一郎(1903) 『欧洲各嗽植民地制度彙纂草案  立法及予算ノ部  巻一  英吉利  仏
蘭西  独逸』内務大臣官房台湾課 
持地六三郎（1912） 『台湾殖民政策』冨山房 
中野聡（2007） 『歴史経験としてのアメリカ帝嗽―米比関係史の群像』岩波書店 
胎中千鶴（2008） 『葬儀の植民地社会史  帝嗽日本と台湾の＜近代>』風雿社 
竹越与三郎（1905） 『台湾統治志』博文館 
―――（1906） 『比較殖民制度』読売新聞社 






1867(慶応3)  誕生 
1890(明治23)  5月、訳書、エドワード・クラーク・ラント(米)『経済学評論』(東京、経済雑 
誌社)刊行。 
1892  8月、高等文官試験合格（同期に中村是公、同年6月に水野錬太郎、前年に祝辰 
巳、若槻礼次郎など） 
1893  8月、大蔵省試補 
1894  4月、内閣属銓衡、山口高等中学校教授高等官七等に任叙 
1896  7月、著書『経済通論』(東京、富山房)刊行。翌年再版。 
1899  6月、石川県参事官から石川県書記官に 
1900  7月、台南県書記に任用 

















1905  4月、台湾総督府参事官として官等陞叙。 
1906  9月、国語学校長心得。11月、総務局長心得（中村是公総務局長が満鉄副総裁に 
転出のため）。 
1907  9月、インド、ジャワ、フィリピンに派遣。 
1908  2月、エジプトに派遣。 
1909  7月、台湾総督府通信局長に任官。 
1910  10月、中南部通信事業視察復命書（通信局長として）。12月、台湾総督府通信 
局長を休職、賞与を受ける。 
1912(大正1)  4月、著書『台湾殖民政策』(東京、富山房)刊行、朝鮮総督府土木局長に転任 
（～1917年6月）。 
1916  3月、朝鮮総督府土木局長として叙位。 






1921  12月、錦鶏間祗候被仰付様取計方宮内大臣ヘ照会。 
1922  2月、南支那における事情調査嘱託。4月、府（台湾総督府）史編纂事務嘱託、 
府史編纂委員会部長。 
1923  8月、叙位、危篤に付賞与。死去。 
1926  著書『日本植民地経済論』(東京、改造社)刊行 
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